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１．19年３月期の連結業績 （平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

（１）連結経営成績                                      （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 百万円          ％ 百万円          ％ 百万円       ％ 百万円           ％

19年３月期 717,225         14.1 62,383           46.6 57,595          48.0 34,853            36.2

18年３月期 628,474            8.2 42,552           11.2 38,916          17.6 25,586            14.5
 

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 自 己 資 本 総 資 産 売 上 高 

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率 経 常 利 益 率 営 業 利 益 率

       円   銭 円   銭              ％              ％              ％

19年３月期 64  53 64  47     14.0 7.4 8.7 

18年３月期 47  28 47  26  12.1 5.7 6.8 

 （参考）持分法投資損益           19年３月期  3,925百万円      18年３月期  3,727百万円         
 

（２）連結財政状態 

 総   資   産 純   資   産 自己資本比率 １株当たり純資産 

                百万円               百万円              ％          円    銭 

19年３月期            815,788           276,727  32.2       485    62 

18年３月期            743,032       235,716          31.7       436    48 

 （参考）自己資本              19年３月期  262,425百万円       18年３月期  ―百万円 
       

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による     

キャッシュ・フロー 

投資活動による     

キャッシュ・フロー 

財務活動による     

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

              百万円              百万円              百万円            百万円 

19年３月期      64,153     △64,600 20,929 73,319 

18年３月期      66,332 △62,386 7,600 51,812 
 

２．配当の状況 

１株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 

配当金総額 

(年 間) 

配当性向 
(連 結) 

純資産 

配当率 

（連結） 

 

18 年３月期 

19 年３月期 

円 銭 

5  50 

7  00 

円 銭 

6  50 

9  00 

円 銭

12  00 

16  00 

  百万円 

6,482 

8,650 

         ％ 

25.4 

24.8 

        ％ 

3.1 

3.5 

20 年３月期 

(予想) 
  9  00 9  00 18  00  24.9 

 

（注）19年３月期期末配当金の内訳 普通配当 ８円00銭  記念配当 1円00銭 
 

３．20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 
（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 
売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１株当たり 

当期純利益 

       百万円  ％     百万円     ％     百万円    ％      百万円     ％ 円 銭 

中間期 

通  期 

360,000     3.1 

745,000     3.9 

31,000     3.3 

68,000     9.0 

28,000     0.9 

63,500    10.3 

17,500     1.3 

39,000    11.9 

 32  38 

72  17 
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上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の４ページを参照して下さい。 

 

４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更   有 
〔(注)詳細は、17 ページ「３．(３)．② （会計方針の変更）」及び 19 ページ「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 平成 19 年３月期 551,268,104 株 

   平成 18 年３月期 551,268,104 株 

②期末自己株式数  平成 19 年３月期 10,878,248 株 

   平成 18 年３月期 11,427,987 株 

 (注)1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23 ページ「１株当たり情報」を

ご覧ください。 
 

(参考)個別業績の概要 

 

19年３月期の個別業績 （平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

（１）個別経営成績                                      （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

 百万円      ％ 百万円             ％    百万円         ％     百万円           ％

19年３月期 446,588           5.0 19,248            40.5 19,375           46.1 15,247           23.2

18年３月期 425,373           8.6 13,697            14.2 13,261           26.4 12,376           78.5
 

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調 整 後 

当 期 純 利 益 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益

        円   銭        円   銭  

19年３月期 28 21     28 18 

18年３月期 22  92 22 90 

（２）個別財政状態 

 総   資   産 純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 
                百万円               百万円             ％          円    銭 

19年３月期            715,341 264,411           37.0       488    84 

18年３月期            668,810       261,160          39.0       483    39 

(参考) 自己資本       19 年３月期  264,355 百万円  18 年３月期  ―百万円 
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

当期の日本経済は、個人消費に弱さがみられるものの、好調な設備投資に支えられ、回復基調で推移い

たしました。米国は、個人消費や設備投資は増加しましたが住宅投資が減少するなど、景気拡大のテンポ

は緩やかになりました。欧州はユーロ圏や英国で景気回復が続きました。アジア諸国は中国で景気の拡大

が続き、タイや韓国の景気拡大は緩やかなものになりました。 

当社グループの事業領域におきましては、精密機器関連製品が、期の半ばから半導体・液晶製造装置向

け需要の調整局面入りの影響を受けましたが、産業機械軸受や自動車関連製品につきましては、旺盛な設

備投資需要や好調な自動車生産に支えられ、世界各地域の工場は概ね高水準の生産を続けました。 

このような状況のもとで、当社グループは「トータル・クオリティーにおいて業界 No.１の会社になる」

ことを中期ビジョンとして掲げ、規模の拡大に偏ることなく強い会社作りを目指して体質強化に努めると

ともに、産業機械軸受や自動車関連製品分野等におきまして積極的な成長戦略を展開してまいりました。 

この結果、当期の連結業績は売上高、利益とも３期連続で過去最高を更新することができました。当期

の売上高は 7,172 億 25 百万円と前期に比べ 14.1%の増収となりました。 

利益面につきましては、売上・生産の拡大による操業度効果や生産性の改善、為替レートが円安に推移

したことによる輸出採算の改善、外部調達コストの削減などにより、営業利益は 623 億 83 百万円と前期

に比べ 46.6%の増益になりました。経常利益は 575 億 95 百万円となり、前期に比べ 48.0%の増益となりま

した。特別利益には固定資産売却益 13 億 42 百万円、関係会社株式売却益５億 40 百万円を計上し、特別

損失には米州、欧州での事業構造改善費用 24 億 41 百万円を計上しました。税金費用及び少数株主利益を

加味した後の当期純利益は 348 億 53 百万円となり、前期に比べ 36.2%の増益となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①産業機械軸受 

日本は、鉄鋼向け、工作機械向け、一般機械向けなどの売上が増加し、電機・情報機器向けも堅調でし

た。米州は、ブラジルのアフターマーケット向けの売上が減少しましたが、米国の建設機械や一般機械向

けなどが増加しました。欧州は、風力発電向けや家電向けの売上が大幅に増加し、アフターマーケット向

けも増加しました。アジアは、中国で電機・情報機器向けや工作機械向け、一般機械向け、アフターマー

ケット向けの売上が増加し、韓国では鉄鋼向けや工作機械向け、アセアンではアフターマーケット向けが

増加しました。 

この結果、産業機械軸受の売上高は 2,163 億 38 百万円（前期比+10.6%）となりました。営業利益は、

物量増による操業度効果や円安による輸出採算の改善により 295 億 51 百万円（前期比+34.0%）となりま

した。 

 

②自動車関連製品 

自動車軸受は、グローバルにハブユニット軸受、標準玉軸受、ニードル軸受の売上が増加しました。自

動車部品は、日本では電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部品の売上が増

加し、米州、タイ、中国のステアリングコラム、欧州の電動パワーステアリングも増加しました。 

この結果、自動車関連製品の売上高は 3,978 億 63 百万円（前期比+12.7%）となりました。営業利益は、

物量増による操業度効果、外部調達コスト削減などにより 226 億 87 百万円（前期比+30.5%）となりまし

た。 

 

③精密機器関連製品 

期の半ばより半導体・液晶製造装置向け需要が調整局面入りしましたが、高水準で推移している工作機

械向けに加え、液晶カラーフィルター製造用露光装置の売上の増加などにより、精密機器関連製品の売上

高は 777 億 19 百万円（前期比+18.1%）となりました。営業利益は、物量増による操業度効果や外部調達

コスト削減などにより 115 億 40 百万円（前期比+107.3%）となりました。 

 

④ その他 

平成 18 年３月に完全子会社とした㈱天辻鋼球製作所を新たに連結した影響により、その他セグメント

の売上高は 451 億 16 百万円（前期比+91.8%）、営業利益は 23 億 98 百万円（前期比+83.9%）となりました。 
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 
 

① 日本 

産業機械軸受は、鉄鋼向け、工作機械向け、一般機械向けなどの売上が増加し、電機・情報機器向けも

堅調でした。自動車関連製品は、軸受はハブユニット軸受、ニードル軸受が増加し、自動車部品は電動パ

ワーステアリングが大幅に増加しました。精密機器関連製品は、期の半ばより半導体・液晶製造装置向け

需要が調整局面入りしましたが、高水準で推移している工作機械向けなどが増加しました。その他セグメ

ントの売上高は㈱天辻鋼球製作所を新たに連結した影響により増加しました。 

この結果、日本の売上高は 5,223 億 38 百万円（前期比+9.7%）となりました。営業利益は、物量増によ

る操業度効果、円安による輸出採算の改善、外部調達コストの削減、㈱天辻鋼球製作所を連結した影響な

どにより 473 億 94 百万円（前期比+33.3%）となりました。 
 

② 米州 

産業機械軸受は、ブラジルのアフターマーケット向けの売上が減少しましたが、米国の建設機械や一般

機械向けなどが増加しました。自動車関連製品は、軸受は一部客先の取入れ減により前期比横ばいでした

が、自動車部品はステアリングコラムが増加しました。精密機器関連製品は半導体製造装置向けの売上が

増加しました。為替レート変動による増加も加わり、米州の売上高は 1,029 億 21 百万円（前期比+13.9%）

となりました。営業利益は、外部調達コスト削減や売価値上げなどにより 38 億 6 百万円（前期比+58.0%）

となりました。 
 

③ 欧州 

産業機械軸受は、風力発電向けと家電向けの売上が大幅に増加し、アフターマーケット向けも増加しま

した。自動車関連製品は、軸受はハブユニット軸受が増加し、自動車部品はポーランド生産の電動パワー

ステアリングが増加しました。精密機器関連製品は工作機械向けや半導体製造装置向けの売上が増加しま

した。為替レート変動による増加も加わり、欧州の売上高は 1,275 億 81 百万円（前期比+21.6%）となり

ました。営業利益は、物量増による操業度効果や外部調達コスト削減などにより 66 億 53 百万円（前期比

+57.0%）となりました。 
 

④ アジア 

産業機械軸受は、中国で電機・情報機器向け、一般機械向け、アフターマーケット向けの売上が増加し、

韓国では鉄鋼向けや工作機械向け、アセアンではアフターマーケット向けが増加しました。自動車関連製

品は、軸受は中国のハブユニット軸受やニードル軸受が増加しました。自動車部品はタイと中国のステア

リングコラムが増加しました。精密機器関連製品は韓国、アセアン、中国の各地域で好調だったほか、台

湾で液晶カラーフィルター製造用露光装置が増加しました。為替レート変動による増加も加わり、アジア

の売上高は 986 億 94 百万円（前期比+30.2%）、営業利益は物量増による操業度効果や為替レート変動の影

響により 94 億 53 百万円（前期比+83.7%）となりました。 
 

次期の業績見通し 
 

通期の業績予想は売上高 7,450 億円、営業利益 680 億円、経常利益 635 億円、当期純利益 390 億円を見

込んでおります。この見通し作成にあたっては、以下の要因を考慮しております。 

 

＊通期の想定為替レートは１米ドル 115 円、１ユーロ 150 円を使用しております。 

＊産業機械軸受につきましては、米国経済の減速など先行き不透明な要素はあるものの、グローバル景気

は拡大基調を維持しており、総じて軸受の需要は高水準に推移していることから、前期比増収を見込ん

でおります。 

＊自動車関連製品につきましては、欧米の自動車市場が底堅く推移するなかで、中国・インド等の新興市

場も拡大が続いており、グローバルな自動車生産の増加が見込まれることから、前期比増収を見込んで

おります。 

＊精密機器関連製品につきましては、調整局面入りしている半導体・液晶製造装置向け需要の回復が見込

まれ、工作機械向け需要も高水準で推移しておりますが、液晶カラーフィルター製造用露光装置が前期

比減収となることから、精密機器関連製品全体では前期比減収を見込んでおります。 
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上記の業績見通しは資料の作成時点においての経済環境や事業方針など一定の前提にもとづいて作成

しております。従って実際の業績は、様々な要因により、これらの業績見通しとは異なる結果となりうる

ことをご承知おき下さい。 
 

 

（２）財政状態に関する分析 
① 資産、負債、純資産の状況 

総資産は、前期末と比べて 727 億 56 百万円増加し、8,157 億 88 百万円となりました。これは主として現

預金、有価証券及び売上増加に伴う売上債権の増加等により、流動資産が前期末と比べて 754 億 98 百万円

増加したためです。 

負債は、平成 19 年度の社債償還資金及び設備投資資金の一部に充当するため国内無担保普通社債 400 億

円を発行したこと等により、前期末と比べて 438 億 53 百万円増加し、5,390 億 61 百万円となりました。 

純資産は、利益剰余金の増加等により、2,767 億 27 百万円となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益 570 億 37 百万円、減価償却費 353

億16百万円等がありましたが、法人税等の支払等による支出もあり、641億53百万円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、成長が見込まれる分野への設備投資や有価証券の取得による支

出等により、646 億円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債及びコマーシャルペーパーの償還や配当金の支払等による

支出がありましたが、社債の発行等による収入もあり、209 億 29 百万円の収入となりました。 

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は 733 億 19 百万円となり、前期末に比べ 215 億７百

万円の増加となりました。 

 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー関連指標の推移は下記のとおりです。 

 

平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 19 年３月期 

自己資本比率(％) 30.3 30.0 31.7 32.2 

時価ベースの自己資本比率(％) 44.5 47.3 74.3 74.5 

債務償還年数(年) 6.5 3.6 3.4 4.0 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 6.1 11.3 15.0 11.3 

 

自己資本比率             ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率       ：株式時価総額／総資産 

債務償還年数             ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

 

（注）１．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しており

ます。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払

っている全ての負債を対象としております。 
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（３）利益配分に関する基本方針、当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきましては、

安定的な配当を継続実施していくことを基本としつつ、連結ベースでの配当性向や業績水準等を勘案して

決定したいと考えております。 

この配当方針、並びに昨年 11 月８日に創立 90 周年を迎えましたことを鑑み、当期の期末配当金につき

ましては、普通配当８円に記念配当１円を加え、１株当たり９円を予定しております。なお、昨年 12 月

12 日に１株当たり７円の中間配当を実施いたしましたので、年間での配当金は１株につき 16 円となりま

す。 

次期の配当につきましては、年間で１株当たり 18 円（内、１株当たり中間配当金９円）を予定してお

ります。 
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２．企業集団の状況 

事業の内容 

当社グループは、当社、子会社 87 社(うち連結子会社 82 社)及び関連会社 19 社により構成されており、

主として産業機械軸受、自動車関連製品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品

は、自動車、電機・情報機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されてお

ります。 

 

各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 

      

 

 

 

産業機械 

軸受 

 標準玉軸受 
(ミニアチュア・小径軸受・

並径軸受) 

一般産業用軸受 
(円錐・円筒・大型玉軸受) 

 

 

 

 
 

 

※

 

当  社 

ＮＳＫ福島㈱ 

ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

井上軸受工業㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社

ＮＳＫベアリング・ポーランド社

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

 

 

 

 

自動車 

  関連製品 

  

ハブユニット軸受 

ニードル軸受 

小型円錐軸受 

標準玉軸受 

ステアリング 

電動パワーステアリング 

自動変速機(AT)用部品 

 

 

 

 

 

 

 

 
※

 

 

当  社 

ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

ＮＳＫワーナー㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 

ＮＳＫベアリング・マニュファク

チュアリング（タイ）社 
 

     

 精密機器 

  関連製品 

 ボールねじ 

リニアガイド 

ＸＹテーブル 

メガトルクモータ 

液晶カラーフィルター 

   製造用露光装置 

 当   社 

ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社  

     

当  社 

ＮＳＫ販売㈱ 

ＮＳＫプレシジョン㈱ 

ＮＳＫコーポレーション社 

ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 

ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

ＮＳＫカナダ社 

ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫ ＵＫ社 

ＮＳＫドイツ社 

ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社

ＮＳＫフランス社 

ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 

ＮＳＫベアリング・マニュファクチ

ュアリング（タイ）社 

昆山恩斯克有限公司 

ＮＳＫ韓国社 

 

 

 

その他 

  

機械設備、鋼球等 

  

ＮＳＫマシナリー㈱ 

㈱天辻鋼球製作所 

 

 

─ 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

海外販売会社 

 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

  ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 

 ＮＳＫフランス社 

  ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 

海外製造会社  
（産業機械軸受）  

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

ＮＳＫベアリング・ポーランド社 

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

   

 

（自動車関連製品） 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・ヨーロッパ社 

 

（精密機器関連製品） 

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社 

 

海外製造・販売会社 

 (産業機械軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 

 (自動車関連製品) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 

         ・アメリカ社 

  ＮＳＫベアリング・マニュファク 

チュアリング(タイ)社

昆山恩斯克有限公司 

 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

日  本  精  工  ㈱ （当  社） 
（産業機械軸受、自動車関連製品、 

精密機器関連製品の製造及び販売） 
 

国内販売会社 

 ＮＳＫ販売㈱ 
 

得 意 先 

国内製造会社 
（産業機械軸受） 

  ＮＳＫ福島㈱ 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

 ※井上軸受工業㈱ 

（自動車関連製品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

※ＮＳＫワーナー㈱ 

（精密機器関連製品） 

  日本精工九州㈱ 

（その他） 

ＮＳＫマシナリー㈱ 

㈱天辻鋼球製作所 

 

国内製造・販売会社 

 ＮＳＫプレシジョン㈱ 
(精密機器関連製品の製

造及び産業機械軸受、精

密機器関連製品の販売) 
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３．経営方針 

 

(１) 会社の経営の基本方針、(２) 目標とする経営指標 

   以上の２項目につきましては、平成 19 年３月期中間決算短信(平成 18 年 11 月１日開示)により開示

を行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。 

  当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

  (当社ホームページ) 

http://www.jp.nsk.com/jp/index.html 

  (東京証券取引所ホームページ(上場会社情報検索ページ)) 

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

 

(３) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、平成 18 年 11 月８日に創立 90 周年を迎えました。そこで、10 年後の創立 100 周年時点での「あ

るべき姿」を展望し、それに向けての取組みを「NEXT10」と名付けました。その第一ステップとして平成

18 年４月に新たな３ヵ年中期経営計画をスタートいたしましたが、成長戦略と体質改善を推進するという、

今までの基本方針に大きな変更はありません。規模の拡大に偏ることなく、強い会社作りを目指し、体質

改革を継続してまいります。メーカーの原点である製品の品質はもとより、あらゆるサービスを含む全て

の品質、即ち「トータル・クオリティーにおいて業界 No.１の会社になる」ことを中期ビジョンとして掲

げ、中期ビジョンの達成に向けて、グループ共通施策として（１）生産力の強化、（２）製品開発力の強

化、（３）グローバルマネジメントの強化及び（４）海外事業の収益力強化、の４つの経営課題を推進し

てまいります。 

 

(４) 対処すべき課題 

中期経営計画の初年度は外的要因にも恵まれ、売上高、営業利益とも目標を達成する事ができましたが、

これに気を緩めることなく、量に頼らない強い体質作りに取り組んでまいります。 

事業別戦略と課題につきましては、産業機械軸受は「収益の成長ドライバー」と位置付け、付加価値の

高いころ軸受等の能力増強投資を実行するとともに、営業力と生産力を強化し、グローバルな販売拡大に

取り組んでまいります。自動車関連製品につきましては、「安定的な収益基盤」として位置付け、日系及

び非日系自動車メーカー向けの受注拡大に取り組むとともに、前工程の強化、グローバル調達の推進、海

外工場の内製化率向上、新設備・新加工技術の開発等によりコストダウンを図り、収益力の強化に結びつ

けてまいります。精密機器関連製品につきましては、ユーザーニーズに対応した素早い製品の提供と製品

のタイムリーなデリバリーにより、顧客満足度の向上を図るとともに、「着実な収益貢献」を目指し、国

内及び海外での営業力の強化、スリムで筋肉質な体質作りに取り組んでまいります。 
また、事業を通じて世界中のエネルギーロスを削減することが、当社グループの社会的責任と捉えてお

り、環境経営のレベルアップを着実に進めてまいります。具体的には、ますます厳しくなるお客様の省エ

ネルギーへの要請に応え、環境貢献型の商品を更に拡充し、地球環境の保全に貢献いたします。また、有

害化学物質の規制強化に対応し、部品や原材料の調達から製造・出荷までの各段階で化学物質の管理を強

化して、いち早く規制に対応した製品をグローバルに供給する体制を整えております。 
以上のように、当社グループ一丸となって中期ビジョンの達成に注力し、企業価値の向上に努めてまい

ります。 

http://www.jp.nsk.com/jp/index.html�
http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html�
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４．連 結 財 務 諸 表 等 

(１)連結貸借対照表 
(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 19 年３月 31 日現在

前連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在 
比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ３８９，０６７

 

３１３，５６９ ７５，４９８

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

有 価 証 券 

棚 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

６８，３５４

１３１，４１７

４０，３３９

１０５，０４３

１０，１９０

３５，４８１

△１，７５９

４２６，７２１

４７，３３２ 

１１５，２３２ 

１１，２６１ 

１０１，３３７ 

１０，４７７ 

２９，９２０ 

△１，９９２ 

 

４２９，４６２ 

２１，０２２

１６，１８５

２９，０７８

３，７０６

△２８７

５，５６１

２３３

△２，７４１

 

有 形 固 定 資 産  ２５６，８７２

 

２５０，２３０ ６，６４２

建 物 及 び 構 築 物 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 

土 地 

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

 

無 形 固 定 資 産  

７２，７３７

１２４，６７９

３７，１１０

２２，３４５

９，４３８

７３，５８３ 

１１７，５４１ 

３６，８５５ 

２２，２４９ 

 

９，９８８ 

△８４６

７，１３８

２５５

９６

△５５０

 

投 資 そ の 他 の 資 産  

 

１６０，４１０

 

１６９，２４４ 

 

△８，８３４

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

前 払 年 金 費 用 

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 

１１２，３５２

２１６

２，８５５

３８，０６３

８，０５９

１２５，８７６ 

１９８ 

２，８２５ 

３３，７３１ 

７，５４５ 

△１３，５２４

１８

３０

４，３３２

５１４

貸 倒 引 当 金 △１，１３８ △９３３ △２０５

   

資 産 合 計 ８１５，７８８ ７４３，０３２ ７２，７５６
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(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 19 年３月 31 日現在

前連結会計年度 

平成 18 年３月 31 日現在 
比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２９７，４８９

 

２６６，８３４ ３０，６５５

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 

社 債 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１２２，１１５

８４，８６９

―

２３，０００

１１，１８３

５６，３２０

２４１，５７１

１１１，９９２ 

８０，１８４ 

５，０００ 

１０，０００ 

７，８４５ 

５１，８１２ 

 

２２８，３７３ 

１０，１２３

４，６８５

△５，０００

１３，０００

３，３３８

４，５０８

１３，１９８

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金 

そ の 他 の 固 定 負 債 

１０２，０００

４５，６８７

３９，５３６

３９，８９３

９３８

６８５

１２，８３０

８５，０００ 

４２，７３３ 

４２，９５８ 

４１，４２８ 

７００ 

９０９ 

１４，６４２ 

１７，０００

２，９５４

△３，４２２

△１，５３５

２３８

△２２４

△１，８１２

  

負 債 合 計 ５３９，０６１ ４９５，２０８ ４３，８５３

(少 数 株 主 持 分 )  

少 数 株 主 持 分  ―

 

１２，１０７ ―

(資 本 の 部 )  

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

―

―

―

―

―

―

 

６７，１７６ 

７８，０９７ 

７１，２４１ 

４２，２９７ 

△１８，８７１ 

△４，２２４ 

―

―

―

―

―

―

資 本 合 計 ― ２３５，７１６ ―

負債、少数株主持分及び資本合計 ― ７４３，０３２ ―

(純 資 産 の 部 )  

株 主 資 本  ２６２，７３６

 

― ―

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

６７，１７６

７８，２３８

１２１，４４１

△４，１１９

△３１１

― 

― 

― 

― 

―

―

―

―

―

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

英国子会社等の退職給付債務処理累計額 

新 株 予 約 権 

３６，５４８

△１１，９６３

△２４，８９５

５６

― 

― 

― 

― 

―

―

―

―

少 数 株 主 持 分 １４，２４５  

純 資 産 合 計 ２７６，７２７ ― ―

負 債 、 純 資 産 合 計 ８１５，７８８ ― ―
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(２)連結損益計算書 

(単位 百万円)

科   目 

当連結会計年度 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成19年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成18年３月31日 比 較 増 減 

 
金 額 

対売上高

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
金  額 伸び率

 

売       上       高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

７１７，２２５

５５１，０６９

１６６，１５５

１０３，７７２

６２，３８３

％

100.0

76.8

23.2

  

14.5

8.7

６２８，４７４

４８７，７１７

１４０，７５７

９８，２０４

４２，５５２

％ 

100.0 

77.6 

22.4 

 

15.6 

6.8 

８８，７５１

６３，３５２

２５，３９８

５，５６８

１９，８３１

％

14.1

13.0

18.0

5.7

46.6

 

営 業 外 収 益 ９，７８３ 1.3 ８，８１６

 

1.4 ９６７ 11.0

受取利息及び配当金 

持分法による投資利益 

雑 益 

 

営 業 外 費 用 

２，４２５

３，９２５

３，４３１

１４，５７１

0.3

0.5

0.5

  

     2.0

１，７９５

３，７２７

３，２９３

１２，４５２

0.3 

0.6 

0.5 

  

     2.0 

６３０

１９８

１３８

２，１１９

35.1

5.3

4.2

  

  17.0

支 払 利 息 

雑 損 

 経 常 利 益 

５，４７３

９，０９８

５７，５９５

0.7

1.3

8.0

４，５６６

７，８８６

３８，９１６

0.7 

1.3 

6.2 

９０７

１，２１２

１８，６７９

19.9

15.4

48.0

 

特 別 利 益 １，８８３ 0.3 ７，５６１

 

1.2 △５，６７８ △75.1

固 定 資 産 売 却 益 

関係会社株式売却益 

投資有価証券売却益 

 

特 別 損 失 

１，３４２

５４０

―

２，４４１

0.2

0.1

―

 

     0.3

１，６８１

―

５，８７９

３，４０９

0.3 

― 

0.9 

  

     0.5 

△３３９

５４０

△５，８７９

△９６８

△20.1

―

―

  

△28.4

事 業 構 造 改 善 費 用 

環境安全対策引当金繰入額 

 

税金等調整前当期純利益 

２，４４１

―

５７，０３７

0.3

―

8.0

２，４９９

９０９

４３，０６８

0.4 

0.1 

 

6.9 

△５８

△９０９

１３，９６９

△2.3

―

  32.4

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

１７，３７１

２，８２７

2.4

0.4

１１，９２５

４，４８６

1.9 

0.7 

５，４４６

△１，６５９

45.7

△37.0

少 数 株 主 利 益 

 

当 期 純 利 益 

１，９８５

３４，８５３

0.3

4.9

１，０６９

２５，５８６

0.2 

 

4.1 

９１６

９，２６７

85.6

36.2
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 (３)連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度 （自 平成 18 年４月１日    至 平成 19 年 3月 31 日） 

(単位 百万円) 

株 主 資 本  

資 本 金 資本剰余金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 18 年３月 31 日残高 67,176 78,097 71,241 △4,224 212,290

当連結会計年度中の変動額   

 剰 余 金 の 配 当  △8,650  △8,650

 当 期 純 利 益  34,853  34,853

 
関係会社の決算期変更 

に伴う剰余金増加額(注)  
 906  906

 自 己 株 式 の 取 得  △135 △135

 自 己 株 式 の 処 分  140 240 381

 
株主資本以外の項目の

当連結会計年度中の変

動額(純額) 
 23,091  23,091

当 連 結 会 計 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
― 140 50,200 105 50,446

平成 19 年３月 31 日残高 67,176 78,238 121,441 △4,119 262,736

 

 

(注) 関係会社の決算期変更による剰余金増加額は、連結子会社 40 社、持分法適用会社３社が決算日を変

更したことによるものであります(主として 12 月 31 日から３月 31 日に変更しております)。 

 

 

 

 

 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券

評価差額金 

為 替 換 算

調 整 勘 定

英国子会社等の

退 職 給 付 債 務

処 理 累 計 額

評価・換算

差額等合計

新株予約権 
少数株主 

持 分 
純資産合計

平成 18 年３月 31 日残高 42,297 △18,871 ― 23,425 ― 12,107 247,823

当連結会計年度中の変動額   

 剰 余 金 の 配 当   △8,650

 当 期 純 利 益   34,853

 
関係会社の決算期変更 

に伴う剰余金増加額(注)  

  906

 自 己 株 式 の 取 得   △135

 自 己 株 式 の 処 分   381

 
株主資本以外の項目の

当連結会計年度中の変

動額(純額) 
△5,749 6,908 △24,895 △23,736 56 2,137 1,549

当 連 結 会 計 年 度 中 の 

変 動 額 合 計 
△5,749 6,908 △24,895 △23,736 56 2,137 28,903

平成 19 年３月 31 日残高 36,548 △11,963 △24,895 △311 56 14,245 276,727
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 (４)連結剰余金計算書 

(単位 百万円) 

科  目  

前連結会計年度 

自 平成17年４月 1日 

至 平成 18年３月 31日 

 

資 本 剰 余 金 の 部  

 

 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

 

資 本 剰 余 金 増 加 高 

自 己 株 式 処 分 差 益 

 

７７，９２５ 

 

１７１ 

１７１ 

 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ７８，０９７ 

利 益 剰 余 金 の 部  

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５５，７８３ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 １０，１２８ 

配 当 金 

英国子会社の退職給付債務処理額 

 

当 期 純 利 益 

６，４７９ 

３，６４９ 

 

２５，５８６ 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ７１，２４１ 
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(５)連結キャッシュ・フロー計算書 

 (単位 百万円) 

科         目 

当連結会計年度 

自 平成18年4月 1日

至 平成19年3月31日

前連結会計年度 

自 平成17年4月 1日 

至 平成18年3月31日 

比 較 増 減

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ５７，０３７ ４３，０６８ １３，９６９

2. 

3. 

減 価 償 却 費 

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 

３５，３１６

―

３０，０９９ 

４９０ 

５，２１７

△４９０

4. の れ ん 償 却 額 ７３０ ― ７３０

5. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △４４ ３０９ △３５３

6. 退 職 給 付 引 当 金 及 び 前 払 年 金 費 用 の 増 減 額 △１１，０１０ ２，３４４ △１３，３５４

7. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △２，４２５ △１，７９５ △６３０

8. 支 払 利 息 ５，４７３ ４，５６６ ９０７

9. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，９２５ △３，７２７ △１９８

10. 有 形 固 定 資 産 売 却 益 △１，３４２ △１，６８１ ３３９

11. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― △５，８７９ ５，８７９

12. 関 係 会 社 株 式 売 却 益 △５９４ ― △５９４

13. 事 業 構 造 改 善 費 用 １，９０３ ― １，９０３

14. 売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ) △７，８８４ ３，４９１ △１１，３７５

15. 棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) ４７７ △１０，６６５ １１，１４２

16. 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) ８，２２３ １０，０６９ △１，８４６

17. そ の 他 △２，５７５ ６，４０４ △８，９７９

 小                 計 ７９，３５７ ７７，０９５ ２，２６２

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ７，３３９ ３，７５７ ３，５８２

19. 利 息 の 支 払 額 △５，６６０ △４，４１４ △１，２４６

20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △１６，８８３ △１０，１０５ △６，７７８

 営業活動によるキャッシュ・フロー ６４，１５３ ６６，３３２ △２，１７９

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1. 定 期 預 金 の 純 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △１０，２２０ ― △１０，２２０

2. 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △１７，９７３ ― △１７，９７３

3. 

4. 

有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 

２，５２４

△３９，０６２

― 

△４７，１５７ 

２，５２４

８，０９５

5. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２，０２０ ３，１４８ △１，１２８

6. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △１，２４５ △４２ △１，２０３

7. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ４５ ９，６５５ △９，６１０

8. 

9. 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 

―

１，８６１

△２７，５３９ 

― 

２７，５３９

１，８６１

10. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 ― △１３０ １３０

11. 持 分 法 適 用 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ― ７８２ △７８２

12. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △２８５ △７３ △２１２

13. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 １２４ １５８ △３４

14. そ の 他 △２，３９１ △１，１８７ △１，２０４

   投資活動によるキャッシュ・フロー △６４，６００ △６２，３８６ △２，２１４

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) ４，７０４ ３３６ ４，３６８

2. コマーシャルペーパーの純増減額 （ 減 少 ： △ ) △５，０００ ５，０００ △１０，０００

3. 長 期 借 入 に よ る 収 入 １３，２３８ ７，７７２ ５，４６６

4. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △１４，５１５ △１３，９７８ △５３７

5. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 ４０，０００ ２５，０００ １５，０００

6. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △１０，０００ △１０，０００ ―

7. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △１２１ △５９ △６２

8. 配 当 金 の 支 払 額 △７，２９１ △５，９３５ △１，３５６

9. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △４３５ △１３１ △３０４

10. そ の 他 ３５０ △４０２ ７５２

   財務活動によるキャッシュ・フロー ２０，９２９ ７，６００ １３，３２９

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ９６９ ８７８ ９１

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ２１，４５２ １２，４２４ ９，０２８

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ５１，８１２ ３９，３８７ １２，４２５

Ⅶ 連結子会社の決算期変更による増加高 ５４ ― ５４

Ⅷ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ７３，３１９ ５１，８１２ ２１，５０７
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結子会社 

連結子会社の数は 82 社（国内 22 社、海外 60 社）であります。 

主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱

ＮＳＫニードルベアリング㈱、㈱天辻鋼球製作所、ＮＳＫアメリカズ社 

ＮＳＫブラジル社、ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

昆山恩斯克有限公司、ＮＳＫ韓国社 

 

（２）非連結子会社の名称等 

エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱、ＮＳＳカンラ㈱ 

非連結子会社５社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分相当額）

及び利益剰余金（持分相当額）等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結

の範囲から除外しております。 

 

（３）持分法適用会社 

持分法を適用した関連会社の数は19社（国内11社、海外８社）であります。 

主要会社名：ＮＳＫワーナー㈱ 

 

（４）持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

エイケイエス販売㈱、日東鋼球製造㈱、天辻産業㈱、堺天辻鋼球製造㈱、ＮＳＳカンラ㈱ 

持分法を適用していない非連結子会社５社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増加 ：３社  ＮＳＫサービス・メキシコ社、台湾安士克科技股份有限公司、ＮＳＫベトナム社 

・解散による減少   ：１社 ＮＳＫヨーロピアン・テクノロジー社 

・所有割合変更に伴い ：１社 千歳産業㈱ 

連結子会社から持分法 

適用会社へ異動  

 持分法適用会社 

・所有割合変更に伴い ：１社 千歳産業㈱ 

連結子会社から持分法 

適用会社へ異動  



日本精工㈱（6471）平成 19 年 3月期決算短信 

－17－ 

 

 

２．連結子会社の決算日に関する事項 

連結子会社のうち、海外連結子会社39社は従来12月31日を決算日としておりましたが、当連結会計年度

において決算日を３月31日に変更しております。 

国内連結子会社でありますＡＫＳ東日本㈱については、従来２月末日を決算日としておりましたが、当

連結会計年度において決算日を３月31日に変更しております。 

連結子会社のうち、海外連結子会社19社及び中外商事㈱の決算日は12月31日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

    償却原価法（定額法）であります。 

その他有価証券 

  時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

  時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② デリバティブ 

 時価法によっております。 

③ 棚卸資産 

製品及び材料は主として総平均法に基づく低価法であります。仕掛品は主として総平均法に基づく原価法、

貯蔵品は移動平均法に基づく原価法であります。 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

  有形固定資産 

 原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

 貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、一般債権に

ついては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積

額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

退職給付引当金または前払年金費用を計上しております。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主として10年)による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として 10 年)による定額法により翌連結会計年度

から費用処理することとしております。 

（会計方針の変更） 

従来、英国子会社であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレ

シジョンボール・ヨーロッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当連結会計年度
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から日本の退職給付に係る会計基準（平成10年６月16日 企業会計審議会）を適用しております。 

この変更は、上記英国子会社の退職給付制度の統合及び制度改訂がなされたことに起因して生じる過去勤務

債務の英国基準での会計処理が親会社と大きく異なることを契機に当該会計基準の適用を見直し、親子会社間

の会計処理の統一を求める連結財務諸表原則、並びに平成18年５月17日に企業会計基準委員会から公表され

た「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号）の趣旨

を踏まえ、企業集団としてより適切に財政状態及び経営成績を表示するために実施したものであります。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業費用が５百万円増加、営業外費用が412百万円減少し、

特別利益が5,875百万円減少したことにより、営業利益は５百万円減少、経常利益は406百万円増加し、税金

等調整前当期純利益は5,468百万円減少しております。 

なお、上記制度改訂により発生した過去勤務債務については、英国子会社の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による按分額を費用処理しております。 

会計方針の変更のセグメント情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

④ 環境安全対策引当金 

建物及び設備等に使用されているアスベスト及びポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)の除去、処分等に関

する支出に備えるため、今後発生すると見込まれる費用を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整勘定に含めており

ます。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主と

して通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

 

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の

要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象  

為替予約  外貨建債権債務  

金利スワップ  借入金  

③ ヘッジ方針 

 当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権

債務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワ

ップ取引を行うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評

価としております。 
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（７）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜き方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用しております。 

 

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   

１．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は、262,425百万円であります。 

 

２．ストック・オプション等に関する会計基準 

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月

27日）及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18

年５月31日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ57百万円減少しております。 

 

３．役員賞与に関する会計基準 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

なお、当社は平成16年６月に委員会等設置会社に移行しており、従来より「役員賞与の会計処理に関する当

面の取り扱い」（実務対応報告第13号 平成16年３月９日）に従い役員賞与を発生した期間の費用として処

理しております。 
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セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

     (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成18年４月  1日 

至 平成19年３月 31日
  

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高    

(１) 外部顧客に 

対する売上高 

216,338 397,863 77,719 25,303 717,225       ― 717,225

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

― ― ― 19,812 19,812 (19,812) ―

    計 216,338 397,863 77,719 45,116 737,037 (19,812) 717,225

 営 業 費 用 186,786 375,175 66,179 42,717 670,858 (16,016) 654,842

 営 業 利 益 29,551 22,687 11,540 2,398 66,178 (3,795) 62,383

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 

   

 資   産 228,627 291,650 64,177 84,748 669,203 146,585 815,788

 減価償却費 13,144 17,564 3,436 2,375 36,519 (1,202) 35,316

 資本的支出 12,174 19,550 3,402 3,038 38,164 (475) 37,689

     (単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成17年４月  1日 

至 平成18年３月 31日
  

 
産業機械

軸受 

自動車 

関連製品

精密機器

関連製品
その他 計 

消 去 

又は全社
連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

 売上高    

(１) 外部顧客に 

対する売上高 

195,556 353,124 65,831 13,962 628,474 ― 628,474

(２) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 

― ― ― 9,562 9,562 (9,562) ―

    計 195,556 353,124 65,831 23,525 638,037 (9,562) 628,474

 営 業 費 用 173,496 335,735 60,263 22,220 591,717 (5,794) 585,922

 営 業 利 益 22,060 17,388 5,567 1,304 46,320 (3,768) 42,552

Ⅱ 資産、減価償却費 

及び資本的支出 

   

 資   産 227,506 263,429 60,889 87,698 639,522 103,509 743,032

 減価償却費 11,662 15,455 3,868 298 31,284 (1,185) 30,099

 資本的支出 17,088 30,048 2,700 397 50,236 (1,452) 48,784
 

（注）１．各事業区分の主要製品は、２．企業集団の状況に記載しております。 

   ２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

             当連結会計年度    ４，６０７百万円  前連結会計年度    ３，９９４百万円 

    であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

   ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

             当連結会計年度  １５５，５０６百万円  前連結会計年度  １１４，７８５百万円 

であり、その主なものは、親会社本社の余剰運用資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価

証券）であります。 

４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（３）．②に記載のとおり、従来、英国子会社で

あるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレシジョンボール・ヨ

ーロッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当連結会計年度から日本の退職給

付に係る会計基準（平成10年６月16日 企業会計審議会）を適用しております。 

この結果、従来の方法によった場合と比較して各事業区分の営業利益は、「産業機械軸受」で14百万円増

加し、「自動車関連製品」で15百万円、「精密機器関連製品」で４百万円、それぞれ減少しております。 
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２．所在地別セグメント情報 

                                       (単位 百万円) 

   

当連結会計年度 

 自 平成18年４月  1日

至 平成19年３月31日

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去

又は全社

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

416,479 

 

105,858 

102,349

571

121,101

6,479

77,294

21,399

 

 

717,225 

 

134,309 

―

(134,309)

717,225

―

  売上高又は振替高   

計 522,338 102,921 127,581 98,694 851,534 (134,309) 717,225

営業費用 474,943 99,114 120,927 89,241 784,227 (129,384) 654,842

営業利益 47,394 3,806 6,653 9,453 67,307 (4,924) 62,383

Ⅱ 資     産 639,878 69,466 89,871 94,528 893,744 (77,955) 815,788

                                  (単位 百万円) 

   

前連結会計年度 

 自 平成17年４月  1日

至 平成18年３月31日

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去 

又は全社

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1)外部顧客に 

対する売上高 

(2)セグメント間の内部 

 

 

379,103 

 

97,063 

89,879

484

97,457

7,479

62,034

13,746

 

 

628,474 

 

118,772 

―

(118,772)

628,474

―

  売上高又は振替高   

計 476,166 90,363 104,936 75,780 747,247 (118,772) 628,474

営業費用 440,610 87,954 100,699 70,635 699,900 (113,978) 585,922

営業利益 35,556 2,408 4,236 5,145 47,347 (4,794) 42,552

Ⅱ 資     産 631,829 65,243 78,207 82,245 857,526 (114,494) 743,032

 

(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 

   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 

             当連結会計年度    ４，６０７百万円  前連結会計年度    ３，９９４百万円 

     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 

             当連結会計年度  １５５，５０６百万円  前連結会計年度  １１４，７８５百万円 

であり、その主なものは、親会社本社の余剰運用資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証

券）であります。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」３．（３）．②に記載のとおり、従来、英国子会社であ

るＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロ

ッパ社は、英国の退職給付に係る会計基準を適用しておりましたが、当連結会計年度から日本の退職給付に係

る会計基準（平成10年６月16日 企業会計審議会）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して「欧州」の営業利益は、５百万円減少しております。 
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３．海外売上高 

                                           (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成18年４月  1日 

至 平成19年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 １０５，１１１ １２１，６９８ １２６，０２１

 

３５２，８３０ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

７１７，２２５ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％

１４．６ 

％

１７．０ 

％

１７．６ 

％ 

４９．２ 

     (単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成17年４月  1日 

至 平成18年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 ９２，３６７ ９８，１６５ １０７，８８０

 

２９８，４１３ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

６２８，４７４ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％

１４．７

％

１５．６

％

１７．２

％ 

４７．５ 

  

 (注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

    ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ３．各区分に属する主な国又は地域 

        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 

        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 

        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
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１株当たり情報 

 

当連結会計年度 

自 平成 18 年４月 1 日 

至 平成 19 年３月 31 日 

前連結会計年度 

自 平成 17 年４月 1 日 

至 平成 18 年３月 31 日 

１株当たり純資産額          485.62 円 １株当たり純資産額          436.48 円 

１株当たり当期純利益金額         64.53 円 １株当たり当期純利益金額       47.28 円 

潜在株式調整後             64.47 円 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後            47.26 円 

１株当たり当期純利益金額 

 

(注) １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 当連結会計年度 

(自 平成 18 年４月 1 日 

  至 平成 19 年３月 31 日)

前連結会計年度 

(自 平成 17 年４月 1 日 

  至 平成 18 年３月 31 日)

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益(百万円) 34,853 25,586

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― 85

(うち利益処分による役員賞与金 

(百万円)) 
(―) (85)

普通株式に係る当期純利益(百万円) 34,853 25,500

普通株式の期中平均株式数(千株) 540,106 539,343

 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 

当期純利益調整額(百万円) ― ―

普通株式増加数(千株) 508 290

（うち新株予約権(千株)） (508) (290)

 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含

めなかった潜在株式の概要 
―

平成 12 年６月 29 日定時株

主総会決議ストックオプシ

ョン(自己株式譲渡方式) 

普通株式  372 千株 

   

 
 
 

連結財務諸表に関する注記事項 

(開示の省略) 

 リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等に関

する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
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５．財 務 諸 表 等 

 

(１) 貸 借 対 照 表  
   (単位 百万円) 

科   目

 
第１４６期 

(平成 19 年３月 31 日)

第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日)

 

比 較 増 減 

(資 産 の 部 )  

流 動 資 産  ２５９，８９２

 

２０９，２１２ ５０，６８０

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

製 品 

仕 掛 品 

材 料 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産  

３９，２８３

２７８

１００，７４３

３７，１６８

１０，８３９

１１，４９８

３４６

８１１

４０，７２７

３，９６８

１１，０７５

３，１５０

―

 

４５５，４４９

２０，０８４ 

２８６ 

１０５，６５９ 

８，９９０ 

９，８６７ 

１４，２１８ 

３２１ 

７８９ 

３５，６６５ 

３，７６２ 

８，６７６ 

１，００４ 

△１１４ 

 

４５９，５９７ 

１９，１９９

△８

△４，９１６

２８，１７８

９７２

△２，７２０

２５

２２

５，０６２

２０６

２，３９９

２，１４６

１１４

△４，１４８

 

有 形 固 定 資 産  ８４，５５８

 

８４，７４０ △１８２

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

 

無 形 固 定 資 産  

２６，９２１

１，６３１

３３，０１０

７８

３，０２１

１５，９２４

３，９７０

３，２５７

２７，８２７ 

１，６５６ 

３３，２０２ 

１１０ 

３，２９２ 

１５，８６８ 

２，７８２ 

 

３，２８８ 

△９０６

△２５

△１９２

△３２

△２７１

５６

１，１８８

△３１

借 地 権 

その他の無形固定資産 

 

投 資 そ の 他 の 資 産  

１，０２７

２，２３０

３６７，６３２

１，０４９ 

２，２３８ 

 

３７１，５６８ 

△２２

△８

△３，９３６

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

関係会社長期貸付金 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

 

７６，３７８

２０８，８８８

１２，５８８

９５

２８，０８５

２２３

３８，０３５

４，３５８

△１，０２０

８５，３６７ 

２０８，６０２ 

１１，９６６ 

９５ 

２８，３５５ 

２０７ 

３３，７３１ 

４，０７４ 

△８３２ 

△８，９８９

２８６

６２２

―

△２７０

１６

４，３０４

２８４

△１８８

資 産 合 計 ７１５，３４１ ６６８，８１０ ４６，５３１
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   (単位 百万円) 

科   目

 
第１４６期 

(平成 19 年３月 31 日)

第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日)

 

比 較 増 減 

(負 債 の 部 )  

流 動 負 債  ２７１，７７０

 

２４６，１３９ ２５，６３１

支 払 手 形 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

コマーシャルペーパー 

社 債 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債  

１，８６５

１２５，０２３

９１，９６０

―

２３，０００

１２，２６０

１１，２０４

５，５７７

８７９

１７９，１５９

１，９５０ 

１１８，４２３ 

８４，３６３ 

５，０００ 

１０，０００ 

１３，４０６ 

９，７５３ 

２，０１１ 

１，２２９ 

 

１６１，５１０ 

△８５

６，６００

７，５９７

△５，０００

１３，０００

△１，１４６

１，４５１

３，５６６

△３５０

１７，６４９

社 債 

長 期 借 入 金 

繰 延 税 金 負 債 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

環 境 安 全 対 策 引 当 金 

そ の 他 の 固 定 負 債 

 

１０２，０００

４１，０００

３２，３６９

９３８

５１６

２，３３５

 

８５，０００ 

３６，５００ 

３４，４０８ 

７００ 

８６０ 

４，０４１ 

 

１７，０００

４，５００

△２，０３９

２３８

△３４４

△１，７０６

負 債 合 計 ４５０，９２９ ４０７，６５０ ４３，２７９

(資 本 の 部 )  

資  本  金  ―

 

６７，１７６ ―

 

資 本 剰 余 金  ―

 

７７，９８６ ―

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 自 己 株 式 処 分 差 益 

 

利 益 剰 余 金  

―

―

―

―

７７，９２３ 

６２ 

６２ 

 

７９，７８６ 

―

―

―

―

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

事 業 研 究 費 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 

別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

―

―

―

―

―

―

１０，２９２ 

５７，５１０ 

１，６２７ 

２，６１７ 

５３，２６６ 

１１，９８３ 

―

―

―

―

―

―

 

その他有価証券評価差額金 

 

―

 

４０，２１８ 

 

―

 

自 己 株 式  ―

 

△４，００６ ―

  

資 本 合 計 ― ２６１，１６０ ―

負 債 及 び 資 本 合 計 ― ６６８，８１０ ―
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(単位 百万円) 

科   目

 
第１４６期 

(平成 19 年３月 31 日)

第１４５期 

(平成 18 年３月 31 日)

 

比 較 増 減 

(純 資 産 の 部 )  

株 主 資 本  ２２９，１１４

 

― ―

 

資  本  金  ６７，１７６

 

― ―

 

資 本 剰 余 金  ７８，０９２

 

― ―

資 本 準 備 金 

そ の 他 資 本 剰 余 金 

 

利 益 剰 余 金  

７７，９２３

１６８

８７，７３８

― 

― 

 

― 

―

―

―

利 益 準 備 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 

事 業 研 究 費 積 立 金 

固定資産圧縮積立金 

固定資産圧縮特別勘定積立金 

別 途 積 立 金 

繰 越 利 益 剰 余 金 

 

自 己 株 式  

１０，２９２

７７，４４６

１，６２７

３，２２９

３２０

５７，２６６

１５，００３

△３，８９３

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

― 

―

―

―

―

―

―

―

―

 

評価・換算差額等 

 

３５，２４０

 

― 

 

―

その他有価証券評価差額金 

 

新 株 予 約 権  

３５，２４０

５６

 

― 

― 

―

―

  

純 資 産 合 計 ２６４，４１１ ― ―

負 債 及 び 純 資 産 合 計 ７１５，３４１ ― ―
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(２) 損 益 計 算 書  
(単位 百万円) 

科   目 

第１４６期 

自 平成 18 年４月 １日 

至 平成 19 年３月 31 日 

第１４５期 

自 平成 17 年４月 １日

 

至 平成 18 年３月 31 日

 

比 較 増 減 

 
金  額 

対売上高

比 率 
金 額 

対売上高 

比 率 
金  額 伸び率

 

売 上 高 

売 上 原 価 

売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

４４６，５８８

３８３，５１２

６３，０７５

４３，８２７

１９，２４８

％

100.0

85.9

14.1

9.8

4.3

４２５，３７３

３６８，２９６

５７，０７７

４３，３８０

１３，６９７

％ 

100.0 

86.6 

13.4 

10.2 

3.2 

２１，２１５

１５，２１６

５，９９８

４４７

５，５５１

％

5.0

4.1

10.5

1.0

40.5

営 業 外 収 益 ７，３９１ 1.6 ６，１５４ 1.4 １，２３７ 20.1

受取利息及び配当金 

雑 益 

営 業 外 費 用 

６，７２４

６６６

７，２６４

1.5

0.1

1.6

５，０３８

１，１１６

６，５９０

1.2 

0.2 

1.5 

１，６８６

△４５０

６７４

33.5

△40.3

10.2

支 払 利 息 

雑 損 

経 常 利 益 

３，００７

４，２５６

１９，３７５

0.7

0.9

4.3

２，７２０

３，８７０

１３，２６１

0.6 

0.9 

3.1 

２８７

３８６

６，１１４

10.6

10.0

46.1

 

特 別 利 益 ２，２８９ 0.6 ７，５４９ 1.8 △５，２６０ △69.7

固 定 資 産 売 却 益 

関係会社株式売却益 

投資有価証券売却益 

特 別 損 失 

６７２

１，６１７

―

―

0.2

0.4

―

―

１，６７４

―

５，８７５

１，６６６

0.4 

― 

1.4 

0.4 

△１，００２

１，６１７

△５，８７５

△１，６６６

△59.8

―

―

―

環境安全対策引当金繰入額 

関係会社出資金評価損 

関係会社株式売却損 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

―

―

―

２１，６６５

―

―

―

4.9

８６０

４８１

３２４

 

１９，１４４

0.2 

0.1 

0.1 

 

4.5 

△８６０

△４８１

△３２４

２，５２１

―

―

―

13.2

法人税､住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

４，３６２

２，０５４

1.0

0.5

１，４９２

５，２７４

0.4 

1.2 

２，８７０

△３，２２０

192.3

△61.1

 
当 期 純 利 益 １５，２４７ 3.4 １２，３７６

 
2.9 ２，８７１ 23.2

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

 

―

―

２，５７６

２，９７０

 

当 期 未 処 分 利 益 ―  １１，９８３    
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(３) 株主資本等変動計算書 

当期 （自 平成18年４月１日    至 平成19年３月31日） 

(単位 百万円) 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資本 

準備金 

その他 

資  本 

剰余金 

資  本

剰余金

合  計

利  益

準備金
事  業 

研究費 

積立金 

固定資産

圧  縮 

積立金 

固 定 資 産 

圧縮特別勘定 

積 立 金 

別  途 

積立金 

繰  越 

利  益 

剰余金 

利  益

剰余金

合  計

平成 18 年３月 31 日残高 67,176 77,923 62 77,986 10,292 1,627 2,617 ― 53,266 11,983 79,786

当期中の変動額      

 剰余金の配当      △7,295 △7,295

 
利益処分による 

積立金の積立額    667 94 4,000 △4,761 ―

 
利益処分による 

積立金の取崩額    △81   81 ―

 
当期に係る 

積立金の積立額    94 320  △320 94

 
当期に係る 

積立金の取崩額    △67 △94  67 △94

 当期純利益      15,247 15,247

 自己株式の取得      

 自己株式の処分   106 106   

 
株主資本以外の項目の 

当期中の変動額(純額)      

当期中の変動額合計 ― ― 106 106 ― ― 611 320 4,000 3,020 7,952

平成 19 年３月 31 日残高 67,176 77,923 168 78,092 10,292 1,627 3,229 320 57,266 15,003 87,738

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主資本 
評価・換算 

差額等 

 

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他有価証券

評価差額金 

新株予約権 純資産合計 

平成 18 年３月 31 日残高 △4,006 220,942 40,218 ― 261,160 

当期中の変動額    

 剰余金の配当  △7,295 △7,295 

 
利益処分による 

積立金の積立額  ― ― 

 
利益処分による 

積立金の取崩額  ― ― 

 
当期に係る 

積立金の積立額  94 94 

 
当期に係る 

積立金の取崩額  △94 △94 

 当期純利益  15,247 15,247 

 自己株式の取得 △113 △113 △113 

 自己株式の処分 226 333 333 

 
株主資本以外の項目の 

当期中の変動額(純額)  ― △4,977 56 △4,920 

当期中の変動額合計 113 8,172 △4,977 56 3,251 

平成 19 年３月 31 日残高 △3,893 229,114 35,240 56 264,411 
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(４) 利 益 処 分 計 算 書  

(単位 百万円) 

 

 

第１４５期 

(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

当 期 未 処 分 利 益 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 

１１，９８３ 

８１ 

計 

 

これを次のとおり処分いたします。 

 

利 益 配 当 金 

 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 

固定資産圧縮特別勘定積立金 

別 途 積 立 金 

１２，０６５ 

 

 

 

３，５１１ 

 （１株につき６円 50 銭） 

         ６６７    

９４ 

４，０００ 

計 

 

次 期 繰 越 利 益 

８，２７３ 

 

３，７９１
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役員の異動（平成１９年６月２６日付） 
 

１．選任取締役候補者 
＊朝 香 聖 一  （現 取締役、代表執行役社長） 
＊町 田   尚  （現 取締役、代表執行役専務） 
＊大 塚 紀 男  （現 取締役、代表執行役専務） 
＊原   道 夫   （現 取締役、執行役専務） 
＊出 川 光 夫  （現 取締役、執行役専務） 
＊庄 司 雅 夫   （現 取締役、執行役常務） 
＊阿 部 信 義  （現 取締役、執行役常務） 

村 本   薫    （現 執行役常務） 
＊＊伊 庭   保   （現 社外取締役） 
＊＊佐 成 豐 彦  （現 社外取締役） 
＊＊有 田 龍 郎  （現 社外取締役） 
＊＊岡 部  弘   （現 社外取締役） 

 
   ＊印の取締役候補者は執行役を兼務する予定であります。 
  ＊＊印の取締役候補者は社外取締役候補者であります。 
 
２．執行役選任予定者 

＊代表執行役社長  朝 香 聖 一   （現 取締役、代表執行役社長） 
＊代表執行役副社長 町 田   尚   （現 取締役、代表執行役専務） 
＊代表執行役副社長 大 塚 紀 男   （現 取締役、代表執行役専務） 
＊代表執行役専務  原   道 夫   （現 取締役、執行役専務） 
＊執行役専務    出 川 光 夫   （現 取締役、執行役専務） 
＊執行役専務    庄 司 雅 夫   （現 取締役、執行役常務） 

執行役常務    谷 川   彰    （現 執行役常務） 
＊執行役常務    阿 部 信 義   （現 取締役、執行役常務） 

執行役常務    新 保 敏 英   （現 執行役常務） 
執行役常務    齋 藤 量 一   （現 執行役常務） 
執行役常務    建 部 幸 夫  （現 執行役常務） 
執行役常務    小 林 秀 一   （現 執行役常務） 
執行役常務    正 田 義 雄   （現 執行役常務） 
執行役常務    小 森  勉   （現 執行役常務） 
執行役常務    松 田 和 雄  （現 執行役常務） 
執行役常務    芝 本 英 之  （現 執行役） 
執行役      伊 藤 雅 夫   （現 執行役） 
執行役      相 島 雅 一   （現 執行役） 
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執行役      市 川 達 夫 （現 執行役） 
執行役      高 橋 伸一郎  （現 執行役） 
執行役      斉 藤 佳 男  （現 執行役） 
執行役      大 坪 由二郎  （現 執行役） 
執行役      満 江 直 樹  （現 執行役） 
執行役      武 岡 博 和  （現 執行役） 
執行役      河 島 邦 雄  （現 執行役） 
執行役      高 川 恵 介  （現 執行役） 
執行役      殿 塚  崇  （現 執行役） 
執行役      磯 貝 喜 七  （現 執行役） 
執行役      桑 原 克 己  （現 執行役） 
執行役      長 竹 和 夫  （現 執行役） 
執行役      ﾉﾙﾍﾞﾙﾄ･ｼｭﾅｲﾀﾞｰ （現 執行役） 
執行役      御 木 高 直 
執行役      松 原 正 英  
執行役      石 田  孝   
執行役      長 島 俊 幸 

 
 

   ＊印の執行役選任予定者は取締役を兼務する予定であります。 
 
 
※ 三木玄夫は（社内）取締役を退任し、（株）天辻鋼球製作所代表取締役専務に就任予定。 
※ 村本薫は執行役常務を退任し、（社内）取締役に就任予定。 
※ 吉開高は執行役を退任し、 
  理事、技術開発本部 自動車部品生産技術グローバルサポート室長に就任予定。 

※ 松尾望は執行役を退任し、ＮＳＫプレシジョン（株）取締役社長は留任予定。 
※ 川口哲也は執行役を退任し、理事に就任予定。 
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新役員体制 
以上の異動により、平成１９年６月２６日付にて、当社の取締役会、委員会及び執行役の 

体制は次のとおりとなる予定です。 
 
取締役会（＊印は執行役を兼務） 
＊朝 香 聖 一  
＊町 田   尚  
＊大 塚 紀 男 
＊原   道 夫 
＊出 川 光 夫 
＊庄 司 雅 夫    
＊阿 部 信 義 

村 本   薫 
伊 庭   保   （ 社外取締役 ） 
佐 成 豐 彦  （ 社外取締役 ） 
有 田 龍 郎  （ 社外取締役 ） 
岡 部  弘   （ 社外取締役 ） 

 
委員会 
 監査委員会 委員長 佐 成 豐 彦（ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 

     委員  村 本   薫 

 
 報酬委員会 委員長 伊 庭   保 （ 社外取締役 ） 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  大 塚 紀 男 
 
 指名委員会 委員長 朝 香 聖 一 
       委員  有 田 龍 郎（ 社外取締役 ） 
       委員  岡 部  弘 （ 社外取締役 ） 
 
執行役（＊印は取締役を兼務） 
＊代表執行役社長  朝 香 聖 一      
＊代表執行役副社長 町 田   尚  社長補佐、技術担当、技術開発本部長 
＊代表執行役副社長 大 塚 紀 男  社長補佐、管理部門担当、コーポレート経営本部長、 
                 グローバル営業企画担当、危機管理委員会委員長 
＊代表執行役専務  原   道 夫  社長補佐、生産担当、生産本部長（兼）調達本部長、 

ＡＰＳ推進室長 
＊執行役専務      出 川 光 夫  社長補佐、自動車事業本部長 
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＊執行役専務   庄 司 雅 夫  社長補佐、品質保証本部長、環境担当、 

地球環境保全委員会委員長 
執行役常務   谷 川   彰  業務本部長、ＮＳＫロジスティックス（株）取締役社長 

＊執行役常務   阿 部 信 義  自動車事業本部 自動車営業本部長（日本・アジア担当） 
                （兼）アジア自動車部長 
執行役常務   新 保 敏 英  産業機械事業本部長、藤沢工場長、 

旭精機（株）取締役社長（非常勤） 
執行役常務   齋 藤 量 一  経営企画本部長 
執行役常務   建 部 幸 夫   産業機械事業本部 産業機械軸受本部長、 

アフターマーケット事業本部長、 
日本ベアリング工業会政策委員 

執行役常務   小 林 秀 一  産業機械事業本部 精機本部長、 
システム製品事業部担当、 
日本精工九州（株）取締役社長（非常勤） 

執行役常務   正 田 義 雄  総合研究開発センター所長、 
産業機械軸受技術センター所長 

執行役常務   小 森  勉  米州総支配人、NSK AMERICAS, INC. CEO 
執行役常務   松 田 和 雄  事業企画本部長、コンプライアンス本部長  
執行役常務   芝 本 英 之  生産本部副本部長（中国担当）、大津工場長 
執行役     伊 藤 雅 夫  コンプライアンス本部副本部長（兼）法務部長、 

総務部長、広報部担当、 
日精ビル管理（株）取締役社長（非常勤） 

執行役     相 島 雅 一  人事部長、ＮＳＫ人事サービス（株）取締役社長、 
               ＮＳＫキャリアサポート（株）取締役社長 
執行役     市 川 達 夫  事業企画本部 国際通商部長、 
               コーポレート経営本部長付  

内部統制強化プロジェクトチームリーダー 
執行役     高 橋 伸一郎 中国総代表、 

NSK (CHINA) INVESTMENT CO., LTD. CEO 
執行役     斉 藤 佳 男  経理部長、ＩＲ室長 
執行役     大 坪 由二郎 自動車事業本部 自動車部品本部長、生産本部副本部長 
執行役     満 江 直 樹  自動車軸受技術センター所長 
執行役     武 岡 博 和  アセアン総支配人、 
               NSK INTERNATIONAL(SINGAPORE)PTE LTD. CEO、 
               NSK BEARINGS (THAILAND) CO., LTD. 社長 
執行役     河 島 邦 雄  生産技術センター所長 
執行役     高 川 恵 介  自動車事業本部   

自動車営業本部副本部長（東日本地区担当） 
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執行役     殿 塚  崇    自動車事業本部  自動車軸受本部長 
執行役     磯 貝 喜 七    石部工場長 
執行役     桑 原 克 己     中部日本自動車部長、 

自動車事業本部   
自動車営業本部副本部長（西日本地区担当） 

執行役     長 竹 和 夫    メカトロ技術開発センター所長 
執行役     ﾉﾙﾍﾞﾙﾄ・ｼｭﾅｲﾀﾞｰ 欧州総支配人、NSK EUROPE LTD. CEO、 
                 自動車事業本部 自動車営業本部長（欧州・米州担当） 

                   （兼）欧米自動車部長 
執行役     御 木 高 直    経営企画本部副本部長（兼）ＩＴ企画部長、 
                                  ＮＳＫネットアンドシステム（株）取締役社長 
執行役     松 原 正 英    産業機械事業本部  

産業機械軸受本部副本部長（米州駐在） 
執行役     石 田  孝     事業企画本部副本部長 
執行役     長 島 俊 幸       ステアリング技術センター所長 
 
 
 

以  上 
 



平成19年5月11日

日本精工株式会社

平成19年3月期　連結決算補足説明資料

1. 決算概要( 連結)
平成18年3月期 平成19年3月期

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比

売上高 302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2% 349,266 115.3% 367,959 113.0% 717,225 114.1%

営業利益 18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2% 30,015 163.0% 32,368 134.1% 62,383 146.6%

経常利益 16,899 95.2% 22,017 143.5% 38,916 117.6% 27,756 164.2% 29,839 135.5% 57,595 148.0%

税引前当期（中間）純利益 19,048 97.7% 24,020 154.7% 43,068 122.9% 27,985 146.9% 29,052 120.9% 57,037 132.4%

当期（中間）純利益 9,953 84.2% 15,633 148.4% 25,586 114.5% 17,281 173.6% 17,572 112.4% 34,853 136.2%

1株当たり当期（中間）純利益（円） 18.46 ― 28.82 ― 47.28 ― 32.01 ― 32.52 ― 64.53 ―

連結子会社数（社） 74 81 82 82 ―

国内 21 23 23 22 ―

海外 53 58 59 60 ―

期末従業員数（人） 21,601 22,639 23,259 23,413 ―

国内 9,083 9,742 10,129 10,128 ―

海外 12,518 12,897 13,130 13,285 ―

＜予想＞

平成20年3月期

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

売上高 360,000 103.1% 385,000 104.6% 745,000 103.9%

営業利益 31,000 103.3% 37,000 114.3% 68,000 109.0%

経常利益 28,000 100.9% 35,500 119.0% 63,500 110.3%

税引前当期（中間）純利益 28,000 100.1% 35,500 122.2% 63,500 111.3%

当期（中間）純利益 17,500 101.3% 21,500 122.4% 39,000 111.9%

2. 事業の種類別セグメント売上高

平成18年3月期 平成19年3月期

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比

産業機械軸受 94,839 103.2% 100,717 107.6% 195,556 105.4% 105,548 111.3% 110,790 110.0% 216,338 110.6%

自動車関連製品 168,796 108.5% 184,328 114.7% 353,124 111.7% 192,231 113.9% 205,632 111.6% 397,863 112.7%

精密機器関連製品 32,242 99.5% 33,589 105.7% 65,831 102.6% 38,909 120.7% 38,810 115.5% 77,719 118.1%

その他 11,740 108.6% 11,785 94.8% 23,525 101.2% 22,581 192.3% 22,535 191.2% 45,116 191.8%

消去又は全社 △ 4,716 ― △ 4,846 ― △ 9,562 ― △ 10,006 ― △ 9,806 ― △ 19,812 ―

合  計 302,903 105.4% 325,571 110.9% 628,474 108.2% 349,266 115.3% 367,959 113.0% 717,225 114.1%

＜予想＞

平成20年3月期

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

産業機械軸受 112,400 106.5% 120,400 108.7% 232,800 107.6%

自動車関連製品 199,900 104.0% 210,300 102.3% 410,200 103.1%

精密機器関連製品 35,000 90.0% 41,500 106.9% 76,500 98.4%

その他 22,700 100.5% 22,800 101.2% 45,500 100.9%

消去又は全社 △ 10,000 ― △ 10,000 ― △ 20,000 ―
合  計 360,000 103.1% 385,000 104.6% 745,000 103.9%

3. 事業の種類別セグメント営業利益

平成18年3月期 平成19年3月期

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比

産業機械軸受 10,092 107.8% 11,968 113.1% 22,060 110.6% 13,568 134.4% 15,983 133.6% 29,551 134.0%

自動車関連製品 7,471 83.3% 9,917 146.3% 17,388 110.4% 10,828 144.9% 11,859 119.6% 22,687 130.5%

精密機器関連製品 1,877 72.1% 3,690 170.8% 5,567 116.8% 5,993 319.3% 5,547 150.3% 11,540 207.3%

その他 826 148.0% 478 37.2% 1,304 70.7% 1,303 157.7% 1,095 229.3% 2,398 183.9%

消去又は全社 △ 1,854 ― △ 1,914 ― △ 3,768 ― △ 1,679 ― △ 2,116 ― △ 3,795 ―
合  計 18,414 94.6% 24,138 128.2% 42,552 111.2% 30,015 163.0% 32,368 134.1% 62,383 146.6%

＜予想＞

平成20年3月期

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

産業機械軸受 15,900 117.2% 17,500 109.5% 33,400 113.0%

自動車関連製品 11,900 109.9% 13,300 112.2% 25,200 111.1%

精密機器関連製品 4,300 71.8% 7,300 131.6% 11,600 100.5%

その他 1,200 92.1% 1,300 118.7% 2,500 104.3%

消去又は全社 △ 2,300 ― △ 2,400 ― △ 4,700 ―

合  計 31,000 103.3% 37,000 114.3% 68,000 109.0%

－ 補足1 －



4. 設備投資、減価償却費

平成18年3月期 平成19年3月期

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比

設備投資 25,263 155.9% 23,521 107.2% 48,784 127.8% 16,209 64.2% 21,480 91.3% 37,689 77.3%

減価償却費 13,695 104.2% 16,404 114.8% 30,099 109.7% 16,909 123.5% 18,407 112.2% 35,316 117.3%

＜予想＞

平成20年3月期

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

設備投資 46,500 123.4%

減価償却費 37,800 107.0%

（注1）設備投資額の平成20年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。

（注2）減価償却費の平成20年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費

平成18年3月期 平成19年3月期

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比 上期

対前年
同期比 下期

対前年
同期比 通期 対前期比

研究開発費 4,841 102.2% 4,887 96.4% 9,728 99.2% 4,781 98.8% 5,140 105.2% 9,921 102.0%

＜予想＞

平成20年3月期

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比 下期予想

対前年
同期比 通期予想 対前期比

研究開発費 10,500 105.8%

6. 為替換算レート

期中平均レート　　 （単位：円）

平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期
想定

US＄ 110.37 116.93 115.00
ユーロ 137.39 150.35 150.00

期末レート　 （単位：円）

平成18年3月期 平成19年3月期 平成20年3月期
想定

US＄ 118.07 118.05 115.00
ユーロ 139.83 157.33 150.00

以　上

－ 補足2 －
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